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 １ 公募の趣旨                                     
 

  文京区(以下「区」という。)では、「高齢者・介護保険事業計画(令和６年度～令和８年度)」

において、要介護者等が住み慣れた地域で生活を続けられるよう日常生活圏域ごとに公的介

護施設等の種別、整備数及び時期を定め基盤整備を進めています。 

  当該計画に基づき、白山四丁目国有地（最高裁判所職員住宅跡地）を活用し、介護保険法

（平成９年法律第 123 号）第８条第 19 項に規定する小規模多機能型居宅介護及び同法第８

条第 20 項に規定する認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）の地域密

着型サービスを提供する事業所の整備を進めることにしました。 

  本公募は、こうした政策に基づき、国有地を借り受け、国の利用条件、立地条件を踏まえ

た施設整備、地域における質の高い介護サービスを継続的に提供する事業者を、公募型プロ

ポーザル方式により広く募集するものです。 
 

 ２ 事業概要                                  
 

⑴ 事業内容 

認知症高齢者グループホーム及び小規模多機能型居宅介護施設（以下「認知症高齢

者グループホーム等」）の整備には、一定程度の規模を有する事業用地が必要なこと

から、区において、「４ 貸付予定地」に定める土地（以下「貸付物件」という。）に

ついて国と認知症高齢者グループホーム等の整備に係る協議を行い、国は、令和７年

６月に当該国有地の利用方針を策定し、本公募により選定する認知症高齢者グループ

ホーム等の整備運営事業者に対し、定期借地権設定契約による貸付を行うこととしま

した。 

    本事業は、国により、定期借地権設定契約の相手方（以下「借受者」という。）とし

て決定され、文京区地域密着型サービス整備推進事業補助又は文京区認知症高齢者グ

ループホーム整備事業補助の補助決定の内示後、国と定期借地権設定契約を締結し、

認知症高齢者グループホーム等の用に供する建物その他工作物（以下「本件建物」と

いう。）を整備し、運営していただくものです。 

  ⑵ 開設時期 

    令和 10年度中に開設してください。借受者として決定された後、開設時期について

区と協議してください。 

  ⑶ 公募事業 

ア 必須事業 

    (ア) 認知症高齢者グループホーム 

ユニット数 ：２ユニット以上 

定員数   ：２ユニットの場合は 15 人以上、 

             ３ユニットの場合は 25 人以上 

※３ユニットの場合は、認知症高齢者グループホームの運営実績が必要 

(イ) 小規模多機能型居宅介護 

     登録定員：29 人以下、通い定員：18人以下、宿泊定員：９人以下 

   イ 任意事業 

   介護保険法第８条第 24 項に規定する指定居宅介護支援事業の提案をすることも可

能です。 
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 ３ 応募資格                                     
 

  本公募に応募することができる事業者は、次の要件を全て満たす事業者に限ります。 

⑴  社会福祉法（昭和 26年法律第 45 号）第 22条に規定する社会福祉法人であること。 

⑵  法人が運営する介護保険サービス事業について、令和７年９月１日現在、過去５年

以内に介護保険法（平成 9年法律第 123 号）に掲げる「勧告、命令等」、「指定の取消

し等」、「設備の使用制限等」、「変更命令」、「業務運営の勧告、命令等」、「許可の取消

し等」の規定に基づく行政上の措置を受けていないこと。 

⑶  地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項に規定する者に該

当しないこと。 

⑷  文京区指名競争入札の参加資格を有する者に対する指名停止取扱要綱（18 文総契第

347 号。以下「指名停止要綱」という。）による指名停止処分を受けていないこと。 

⑸  文京区契約における暴力団等排除措置要綱（23 文総契第 306 号）第４条第１項に規

定する入札参加除外措置を受けていないこと。 

⑹ すべての関係者において、文京区暴力団排除条例（平成 24年 3 月文京区条例第 4

号）第 2条第１号から第３号に規定する暴力団員及び暴力団関係者でないこと。 

⑺ 原則として、過去３期連続して営業活動に基づく黒字が出ていること（一時的な事

由による赤字の場合を除く。なお、過去３期のうち２期に営業活動に基づく赤字が出

ている場合は認められない。） 

⑻ 債務超過でないこと。また、社会福祉法人にあっては、現状及び整備計画による負

債総額が資産総額の２分の１を超えないこと。 
 

 ４ 貸付予定地                                
 

  ⑴ 所在地 

    地番表示：文京区白山四丁目 126 番 7 

    住居表示：文京区白山四丁目 10番 8 号 

⑵ 敷地面積 

    1,154.60 ㎡ 

  ⑶ 現況 

    更地 

    ※敷地内北側には東京消防庁の防火水槽及び水利標識があります。 

⑷ 引渡しの条件 

    更地として引き渡します。 

※引渡し後の防火水槽及び水利標識（P16「防火水槽構造図・水利標識図」参照）の

取り扱いについては、国及び東京消防庁との協議が必要です。 
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 ⑸ 建築上の法規制等 

   ア 当該地域地区等 

用途地域 第一種低層住居専用地域 

防火指定 準防火地域 

建ぺい率 60％ 

容積率 150％ 

高さ限度 10ｍ 

日影規制 

5ｍ＜Ｌ≦10ｍ ４時間以上 

10ｍ＜Ｌ 2.5 時間以上 

測定水平面 1.5ｍ 

高度地区 第一種高度地区 

都市計画道路 計画なし 

地区計画 指定なし 

文教地区 指定なし 

イ 埋蔵文化財 

  周知の埋蔵文化財包蔵地(近接地含む。)に該当しますが、既に発掘調査（本格調査）

を実施しており、新たな試掘・本格調査の必要はありません。ただし、文化財保護法

（昭和二十五年五月三十日）第 93条による届出が必要です。 

  ⑹ 接道状況 

北側：区道 812 号線(幅員約 4.4～5.1ｍ) 

西側：区道 289 号線(幅員約 5.5～5.9ｍ)  

  ⑺ 交通 

電車利用の場合：都営地下鉄三田線千石駅             徒歩 11 分 

        東京メトロ丸ノ内線茗荷谷駅           徒歩 15 分 

バス利用の場合：文京区コミュニティバス「Ｂーぐる」 

30 特養ホーム白山の郷    徒歩６分 

都営バス     上 60 系統 湯立坂下      徒歩７分 

上 58 系統 千石二丁目     徒歩８分 

  ⑻ 周辺環境 

貸付予定地は、閑静な住宅街に位置し、戸建住宅に近接しています。周辺には植物園

の他、教育機関等が点在しています。 

⑼ 現地の見学 

    現地は、柵で囲っているため、敷地内に入ることはできませんが、外から現況を確認

することができます。見学する際は、車や大人数による見学は控えるなど、近隣に迷惑

とならないよう配慮してください。 
 

 ５ 貸付条件等                                
 

借受者は、次の条件により、国と借地借家法（平成３年法律第 90号）第 22 条に規定す

る定期借地権設定契約を締結するものとします。契約の詳細は、国が提示しますが、契約

概要は以下のとおりです。 

なお、定期借地権設定契約の締結に当たっては、東京都及び区が実施する定期借地権利
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用による整備促進特別対策事業の補助制度を活用することができます。 

  ⑴ 貸付期間 

 52 年 

  ⑵ 貸付開始予定時期 

 文京区地域密着型サービス整備推進事業補助又は文京区認知症高齢者グループホー

ム整備事業補助の補助決定の内示後、建設工事着工までの期間内で、国と借受者が協議

の上決定します。 

  ⑶ 貸付料 

    国は借受者との間で書面による見積り合せ（事業者が契約希望価格を書面で提出し、

国の予定価格以上か否かを確認する手続きをいう。）を実施した上で、国の予定価格以

上の金額をもって貸付料を決定します。詳細は、関東財務局サイト内「公共随契におけ

る処分等手続きの流れ」をご覧ください。 

    令和８年３月 31 日までの間に貸付相手方として決定された場合、貸付期間の初日か

ら起算して 10 年間に限り、貸付料が減額（５割を限度）されます。ただし、財務省通

達「介護施設整備に係る国有地の有効活用について（平成 27 年 12 月 21 日付財理第 4997

号）」（以下「介護通達」という。）において定められている減額対象施設を整備する場合

に限ります。 

  ⑷ 一時金等 

   ア 契約保証金 

     契約保証金の納付は要しない。 

   イ 前納貸付料（以下「一時金」という。） 

     減額貸付を行わないとした場合の貸付期間における貸付料合計額（貸付当初の貸付

料年額×貸付期間）の２分の１を限度額として、貸付料を前納することができます。 

  ⑸ 公募書類に係る貸付料について 

 当該公募に係る事業計画の策定に当たっては、下記「事業提案上の土地貸付料」を

もとに収支見込計算書等を作成してください。定期借地権設定契約に係る前払い賃料

を支払う場合には、介護通達に基づき前払い賃料充当額を算出してください。 

 事業提案上の土地貸付料：月額２，３４５，０００円（区において試算） 

（注）国との定期借地権設定契約に係る見積り合せに当たっては、事業者の責任にお

いて、契約希望価格を算出してください。 

⑹ 費用負担 

定期借地権設定契約に際し、国有財産有償貸付合意書を公正証書により作成する費

用は、借受者の負担となります。 

⑺ 用途指定 

    定期借地権設定契約に際し用途指定が付されます。指定用途、指定期日及び指定期

間の設定については、財務省通達「普通財産にかかる用途指定の処理要領について

（昭和 41年２月 22 日付蔵国有第 339 号）」によるものとし、国の承認なしに変更でき

ません。 

  ⑻ 維持管理 

    貸付物件の維持管理は、借受者の責任と負担により行ってください。また、管理に

当たっては、国、区及び地域の要望に対して誠実に行ってください。 
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 ６ 土地代の補助制度                             
 

土地代に関する補助制度の概要は、次のとおりです。 

⑴ 文京区定期借地権利用による地域密着型サービス等整備促進補助金 

   ア 補助基準額  

認知症高齢者グループホーム 
貸付物件に係る国税局長が定める路線価の

４分の３又は10億円のいずれか低い額 

小規模多機能型居宅介護 
貸付物件に係る国税局長が定める路線価の

２分の１又は10億円のいずれか低い額 

    ＊補助の対象とならない事業については、面積按分により、補助対象外部分に相当す

る面積を除外して補助額を算定します。（一時金は、敷地面積全体を基に算出しま

すので、補助対象部分に相当する面積のみに基づいた一時金の設定は認められませ

ん。） 

＊正式な補助基準額は、定期借地権設定契約締結時点の国税局長が定める路線価に基

づき算出します。 

   イ 対象経費 

     定期借地権設定に際して授受される一時金であって、借地代の前払いの性格を有す

るもの。 

   ウ 一時金の支払い 

     一時金は補助金交付前に、借受者がいったん自己資金や借入金により支払う必要が

あります。 

⑵ 文京区借地を活用した認知症高齢者グループホーム等設置支援事業補助要綱 

   ア 補助基準額 

     年度内に支払った賃料に２分の１を乗じた額。 

※一時金による減額がある場合には、減額後の賃料 

イ 補助対象期間 

     土地の賃貸借期間が開始された日の属する月から起算して 60か月分 

  ⑶ 文京区白山四丁目地域密着型サービス等基盤維持事業補助金 

 

 

 

 

補助対象項目 補助対象の内訳 補助率 

１ 介護施設 

基盤維持事業 

国有地の定期借地権設定に伴う、介護施設整備に係る国有地の

有効活用について（平成 27 年 12 月 21 日財理第 4997 号。以下

「介護通達」という。）により賃料の減額措置対象として認定さ

れた敷地範囲に係る借地代であって、定期的に支払うべき性格

を有する費用（介護通達により賃料の減額措置対象となる期間

に係る費用を除く。） 

1/２ 

２ 地域福祉 

基盤維持事業 

(地域福祉整備部分

＝広場) 

 国有地の定期借地権設定に伴い補助対象者が定期的に支払うべ

き性格を有するものであって地域福祉基盤維持事業部分に係る

借地費用（１に掲げる費用を除く。）。この場合において、対象

とする敷地範囲については、別に定めるところによる。 

10/10 
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【貸付料の負担イメージ】 

         契約開始 60 か月  10 年                 契約終了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７ 施設整備及び運営に関する基本的事項                     
 

施設整備及び運営に際しては、それぞれ該当する次の法令、条件等を遵守してください。 

  ⑴ 遵守すべき法令等 

   ア 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

   イ 消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

   ウ 火災予防条例（昭和 47年 3 月東京都条例第 8号） 

   エ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号） 

オ 東京都建築安全条例（昭和 25年 12 月東京都条例第 89号） 

カ 東京都福祉のまちづくり条例（平成７年３月東京都条例第 33号） 

キ 高齢者､障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例（平成 15 年 12 月東京

都条例第 155 号） 

ク 景観法（平成 16 年法律第 110 号） 

 ケ 文京区景観づくり条例（平成 25 年９月文京区条例第 35 号） 

   コ 文京区中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整及び開発事業の周知に関する

条例（昭和 53年 12 月文京区条例第 36 号） 

   サ 文京区福祉のまちづくりに係る共同住宅等整備要綱（59 文福福発第 604 号） 

   シ 文京区埋蔵文化財取扱要綱（17 文教生文第 114 号） 

   ス 文京区みどりの保護条例（昭和 50 年４月文京区条例第 53 号） 

   セ 道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号） 

ソ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号） 

 タ 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号） 

 チ 介護保険法（平成９年法律第 123 号） 

   ツ 文京区指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する条例（平成 30 年３月

文京区条例第 23号） 

テ 文京区介護保険条例（平成 12年 3 月文京区条例第 39号） 

ト 文京区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例

（平成 25年３月文京区条例第９号） 

借受者

２分の１
都借地
補助

一時金

対象外(一時金含)

国
貸
付
料

国
の
減
額
対
象

　５割 国減額1/2

区一時金補助

借受者(任意事業)

区基盤維持補助金(広場分)

区基盤維持補助金
国の減額対象1/2補助

２分の１

借受者

区一時金補助
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ナ 文京区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営、指定地域密

着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関す

る条例（平成 25年３月文京区条例第 10号） 

ニ その他関係法令等 

  ⑵ 施設整備等に関する条件 

   ア 契約手続 

     建設工事に係る施工業者の選定に当たっては、区が定める契約手続基準に準じて実

施してください。 

   イ 工期 

 介護施設においては、令和 10 年度中に事業運営を開始できるよう、工期を設定し

てください。 

ウ 駐車スペース 

     施設利用者及び事業の運営に必要な車両等を道路上に駐車し、又は停車させ、地域

住民の通行を妨げることがないよう、貸付物件内に必要な駐車スペースを確保してく

ださい。 

     また、駐車場出入口については、関係法令等に基づき、通行に支障がないよう、配

慮してください。 

エ 駐輪スペース 

  貸付物件内に施設利用者及び事業の運営に必要な駐輪スペースを確保してくださ

い。 

  オ 地域住民の要望に対する対応 

   施設整備に当たっては、地域住民に対し、十分な説明を行うとともに、要望に対し、

誠実に対応してください。ただし、国により借受者として決定されるまでは、地域住

民に対する説明、調整等は一切行わないでください。 

   カ 景観 

 文京区景観計画に基づく計画、設計としてください。 

   キ 本件建物の建設工事に当たっての留意事項 

 工事車両の通行に際しては、十分な安全対策を講じてください。 

     また、騒音、振動、悪臭及び粉じんの排出を最小限にとどめるよう、配慮してくだ

さい。 

 ク 地下埋設物 

本件建物の建設工事の際に地下埋設物など契約不適合部分が判明した場合、介護通

達別紙様式第 1号「国有財産有償貸付合意書」第 14 条に基づき対応してください。 

     なお、地下埋設部分の存在が判明したときは、直ちに国及び区に報告してください。 

ケ 地域交流スペースの確保 

下記「⑶運営に関する条件 コ 地域住民との交流」の地域貢献策の１つとして、

地域住民や近隣団体等に対し打ち合わせ等の用途で貸し出しができる地域交流スペ

ースを確保してください。 

また、地域交流スペース内にバリアフリートイレを設置してください。地域交流ス

ペースの面積はバリアフリートイレの面積を含まず、60 ㎡以上にしてください。 

地域交流スペースは独立した部屋とし、貸し出しについては、地域住民や近隣団体
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等が原則無料で利用できるようにしてください。運営計画を作成する際は、これらを

踏まえた計画としてください。 

 コ 広場 

     敷地内に入居者及び区民の方が利用できる広場をなるべく広く（最低 100 ㎡以上）

整備してください。 

   サ 福祉避難所の指定 

     福祉避難所の指定については、区と協議してください。指定を受ける場合は、備蓄

物資の保管場所を確保の上、区と協定を締結し、区が実施する福祉避難所開設運営訓

練等に協力してください。 

  ⑶ 運営に関する条件 

 ア 基本協定の締結 

     国により、借受者として決定された後、提案された事業を確実に実施していただく

ために、区と事業運営に係る基本協定を締結していただきます。 

   イ 事業の継続期間 

     定期借地権設定契約が終了するまでの期間は、本件建物において、「２-⑶ 公募事

業」に定める事業を継続して実施することを義務付けます。ただし、本件建物の施設

整備及び解体撤去に要する期間は除きます。 

   ウ 物品購入等 

     物品購入、業務委託等に当たっては、可能な限り区内中小企業に発注するよう努め

てください。 

   エ 施設の名称 

     施設の名称は、区と協議の上、決定してください。 

   オ 介護保険事業所の指定 

     介護保険法等に基づく指定基準を満たし、区から事業所指定を受けてください。 

   カ 利用者負担額の低減 

     土地貸付料の減額を反映し、可能な限り低廉な居住費等を設定してください。 

   キ 職員の資質向上 

     利用者に対するサービスの向上が図られるよう、職員の資質向上に努めてください。 

   ク 区民利用の原則 

     本公募に基づいて整備する施設において実施するサービスについては、区の書面に

よる承諾があった場合を除いては、文京区に住民登録のある者のみを利用対象者とし

てください。 

ケ 地域住民との交流 

     施設の運営に当たっては、地域住民に対し、十分な説明を行い、要望に対しては誠

実に対応してください。 

     また、地域住民との信頼関係を構築し、広場を地域に開かれたものとするなど地域

福祉の向上に貢献できる運営を行ってください。 

   コ 防災に対する区や地域との連携について 

区と協議し、地域の防災に協力してください。 

   サ 福祉サービス第三者評価の受審 

     福祉サービス第三者評価を定期的（３年に１回以上）に受審してください。 
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 ８ 施設整備の補助制度                             

  文京区の施設整備の補助制度の概要は、次のとおりです。 

  借受者は⑴及び⑵の補助金を受けることを必須条件とします。 

  また、借受者は⑴及び⑵の補助決定の内示後でなければ、施設整備工事に着手することは

できません。 

 ⑴ 文京区地域密着型サービス等整備推進事業補助 

   小規模多機能型居宅介護事業所 宿泊定員９人の場合 

ア 基本単価        41,580 千円 

イ 加算単価     63,460 千円 

  ⑵ 文京区認知症高齢者グループホーム整備事業補助（重点的整備促進地域※） 

※令和７年度、文京区は全域が重点的整備促進地域として指定されています。 

   ア 補助基準額 （１ユニット当たり）         30,000 千円 

   イ 高騰加算額 （１ユニット当たり）         24,490 千円 

   ウ 基金加算補助額 （１施設当たり）         41,580 千円 

   エ 併設加算（小規模多機能型居宅介護事業所）       10,000 千円 

地域交流スペース併設加算 （１ユニット当たり） 10,000 千円   

オ デジタル介護機器等コンサルティングを導入する事業（１施設当たり） 

 補助基準額 1,000 千円、補助率 ４分の３ 

  ⑶ 文京区介護施設等の施設開設準備経費等補助金 

   ア 補助基準額等 認知症高齢者グループホーム（定員１人当たり）  989 千円 

            小規模多機能型居宅介護（宿泊定員１人当たり）  989 千円 

   イ 対象経費 

      開設前６月に係る需用費、使用料及び貸借料、備品購入費備品設置に伴う工事請負

費を含む。）、報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、役務費並びに委託料。 
 

 ９ 補助金の手続等                               

⑴ 補助金の手続 

ア 借受者は、本公募要項記載の補助制度に基づく補助金の交付を受ける場合は、本公

募に関する手続とは別に、区と補助協議を行う必要があります。 

    なお、借受者の決定は、補助制度の交付決定を保障するものではありません。 

   イ 制度の概要は、令和７年度の資料を基に掲載しており、今後、補助制度に変更が生

じた場合は、内容が変更となる可能性があります。また、国、都及び区の予算の上限

等により変動する場合があり、実際の交付額を保証するものではありません。 

⑵ その他 

    その他詳細は、文京区補助金等交付規則（昭和 49 年文京区規則第 44 号）、文京区定

期借地権利用による地域密着型サービス等整備促進補助要綱(28 文福介第 2284 号)、文

京区借地を活用した認知症高齢者グループホーム等設置支援事業補助要綱(2025 文福介

第 1424 号)、文京区地域密着型サービス等整備推進事業補助金交付要綱（2022 文福介第

2906号）、文京区認知症高齢者グループホーム整備事業補助要綱（21文福介第1344号）、

文京区介護施設等の施設開設準備経費等補助金交付要綱(27 文福介第 2845 号)、白山四

丁目地域密着型サービス等基盤維持事業（2025 文福介第 1429 号)の定めるところによ

ります。 
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 10 質疑                                  
 

  ⑴ 質疑の方法 

   ア 事業者公募に関する質問票（別記様式第１号。以下「質問票」という。）に要旨を簡

潔にまとめ、電子メールにより提出してください。 

   イ 電話、郵送及び窓口訪問による質問は、受け付けません。 

   ウ 提出期限後は、質問票を受け付けません。 

   エ 質問票は、質問事項１件ごとに作成してください。 

  ⑵ 提出期限  

    令和７年 10 月６日（月）午後５時まで 

  ⑶ 提出先 

    文京区福祉部介護保険課高齢者施設担当（TEL：03-5803-1208） 

    E-mail：b303000●city.bunkyo.lg.jp 

        ※●を@に変換して使用してください。 

  ⑷ 回答方法 

    令和７年 10月 14 日（火）午後５時までに、随時、区ホームページに掲載します。 

  区ホームページ「ホーム」→「手続き・くらし」→「介護保険」→「地域密着型サービ

ス事業所の整備について」→「白山四丁目国有地認知症高齢者グループホーム等整備・

運営事業者の募集について」→「質疑に対する回答」 

   URL：http://www.city.bunkyo.lg.jp/b020/p007750.html  

⑸ 回答の位置付け 

     質疑回答書は、本公募要項と一体のものとして、本公募要項と同等の効力を有する

ものとします。 

 

 11 応募手続                                 
 

  ⑴ 応募方法等 

    応募する事業者は、次のとおり、書類を提出してください。 

書類名 提出期限等 提出方法 

応募意向書 

（別記様式第２号） 
令和７年 10 月 17 日（金）午後５時まで 電子メール 

応募書類 

＊⑶のとおり 

（Ｐ12 参照） 

令和７年 10 月 22 日（水）から 

令和７年 10 月 27 日（月）まで 

午前９時から午後５時まで 

（正午から午後１時までを除きます。） 

窓口持参（要電話予約） 

＊その他の方法により提 

出された場合、応募は受

け付けません。 

   ＊提出期限までに応募意向書が提出されていない場合、応募書類は受け付けません。 

  ⑵ 提出先 

  文京区福祉部介護保険課高齢者施設担当 

  〒112-8555  文京区春日一丁目 16番 21 号（文京シビックセンター18 階南側） 

    T E L：03-5803-1208 

    E-mail：b303000●city.bunkyo.lg.jp 

        ※●を@に変換して使用してください。 

http://www.city.bunkyo.lg.jp/b020/p007750.html
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  ⑶ 応募書類一覧 

№ 書類名 様式 

１ 応募書 別記様式第３号 

２ 応募書類一覧 別記様式第４号 

法
人
関
係
書
類 

３ 法人の概要及び沿革 別記様式第５号 

４ 運営施設一覧 別記様式第６号 

５ 法人定款  

６ 法人登記事項証明書  

７ 法人代表者印鑑証明書  

８ 代表者・管理者・計画作成担当者の経歴書 別記様式第７号 

９ 役員及び評議員一覧表 別記様式第８号 

10 理事会の議事録  

11 法人の理念及び運営方針 別記様式第９号 

資
金
関
係
書
類 

12 預金残高証明書  

13 
決算書（貸借対照表、事業活動収支計算

書及び資金収支計算書） 
 

14 予算書  

15 施設経営計画書 別記様式第 10号 

16 資金計画書 別記様式第 11号 

17 工事費概算見積書  

18 借入金償還計画書 別記様式第 12号の１～第 12号の３ 

19 事業収支シミュレーション 別記様式第 13号の１～第 13号の３ 

20 介護報酬及び利用者負担額の積算根拠 別記様式第 14号の１～第 14号の２ 

21 人件費の積算根拠 別記様式第 15号の１～第 15号の２ 

施
設
整
備
関
係 

22 施設整備計画概要書 別記様式第 16号 

23 施設整備方針 別記様式第 17号 

24 施設整備事業日程 別記様式第 18号 

25 設計図  

26 室別面積表 別記様式第 19号の１～第 19号の２ 

27 共用面積算出表 別記様式第 20号 

事
業
運
営
関
係
書
類 

28 事業運営等に関する考え方 別記様式第 21号 

29 地域及び関係機関等に対する考え方 別記様式第 22号 

30 職員に対する考え方 別記様式第 23号 

31 職員体制 別記様式第 24号 

32 勤務ローテーション表 別記様式第 25号の１～第 25号の２ 

33 
監督官庁の指導検査における指摘文書及

び改善報告書一式 
 

34 事故発生報告書一式  

35 現在運営している施設に関する資料 （パンフレット等） 



12 

⑷ 書類作成上の留意点 

   ア 応募書類は、別紙「応募書類作成要領」に基づいて作成又は用意してください。 

   イ 別記様式第５号から別記様式第 25 号までについては、書類に加え、電子データ

（Microsoft Word、Excel）を作成の上、ＣＤ－Ｒ、ＵＳＢメモリ等に格納し、一式を

提出してください。 

   ウ 設計図については、書類に加え、電子データ（ＰＤＦ）を作成の上、イと併せて、

ＣＤ－Ｒ、ＵＳＢメモリ等に格納し、提出してください。 

   エ 応募書類の著作権は、応募事業者に帰属します。ただし、区は、事業実施予定事業

者の公表など必要なときは、応募書類の内容を応募事業者の承諾を得ずに無償で使用

できるものとします。 

   オ 応募書類等は、理由の如何を問わず返却しません。 

  ⑸ 追加書類の提出 

    応募書類の差し替え及び追加提出はできません。ただし、区が必要と認めるときは、

応募書類の差し替え若しくは追加書類の提出又は説明を求めることがあります。 

  ⑹ 応募の辞退 

    応募書類を提出した後に辞退するときは、辞退届（任意様式）に辞退理由を明記し、

代表者印を押印の上、応募書類の提出先まで持参し、提出してください。 
 

 12 借受候補者の選定方法                             

  ⑴ 選定方法 

   ア 提案公募型のプロポーザル方式とします。 

   イ 第一次審査は、白山四丁目認知症高齢者グループホーム等整備・運営事業者選定委

員会（以下「選定委員会」という。）において、応募書類の内容について審査を行い、

上位３事業者程度を選定します。 

     なお、第一次審査の評価点が区の定める基準点に満たない場合は、順位にかかわら

ず、借受候補者として選定しません。 

   ウ 第一次審査の結果は、全ての応募事業者に対し、令和７年 12 月上旬を目途に、文

書により通知します。 

   エ 第一次審査を通過した借受候補者について、次のとおり、第二次審査（現地調査、

プレゼンテーション及び質疑応答）を行います。 

   なお、日時及び場所の詳細は、第一次審査の結果通知に記載します。 

    (ア) 現地調査 

      日程調整の上、借受候補者が現在運営している介護サービス事業所の運営状況を

現地調査します。 

    (イ) プレゼンテーション及び質疑応答 

      応募書類に基づき、１借受候補者につき 15 分以内で行い、その後、選定委員会

委員から 30 分程度の質疑を行う予定です。 

   オ 第一次審査及び第二次審査の総合評価点が最も高い借受候補者を国への推薦交渉

順位第１位の借受候補者、総合評価点が次に高い借受候補者を第２位の借受候補者と

して選定します。 

     なお、第一次審査及び第二次審査の総合評価点が区の定める基準点に満たない場合

は、順位にかかわらず、借受候補者として選定しません。 
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  ⑵ 最終結果の通知 

 最終結果は、第一次審査を通過した応募事業者に対し、令和７年１月上旬を目途に、 

文書により通知します。 

  ⑶ 借受者等の公表 

    国により、借受者として決定された後、本公募の応募状況並びに借受者の名称及び提

案内容の概要については、区ホームページで公表します。 
 

 13 公募・審査の流れ                             
 

令和７年度 

10 月６日（月）午後５時まで 

10 月 14 日（火）午後５時まで 

10 月 17 日（金）午後５時まで 

 10 月 22 日（水）～27日（月） 

        午後５時まで 

11 月下旬～12 月上旬（予定） 

12 月上旬（予定） 

12 月中旬～12 月下旬（予定） 

 １月上旬（予定） 

 ３月下旬（予定） 

 

質問票提出期限  

質問回答期限 

応募意向書提出期限  

応募書類提出受付期間 

 

選定委員会（第一次審査） 

第一次審査結果通知送付 

選定委員会（第二次審査） 

最終結果通知送付、国へ事業者推薦 

事業者決定（国） 

基本協定締結 

令和８年度 

４月下旬（予定） 

 ５月下旬（予定） 

 

 ７月上旬(予定) 

 

 ７月下旬(予定) 

 

 ８月（予定） 

  

  

９月（予定） 

 11 月（予定） 

 １月（予定） 

 

借受者による近隣住民説明会 

文京区認知症高齢者グループホーム整備事業

補助協議書提出 

文京区地域密着型サービス等整備推進事業補

助協議書提出 

東京都認知症高齢者グループホーム整備事業

審査会 

文京区認知症高齢者グループホーム整備事業

補助・文京区地域密着型サービス等整備推進

事業補助内示 

建築確認申請 

建設工事入札 

定期借地権設定契約締結（国） 

建設工事着工 

令和９年度中（予定） 

令和 10 年度中（予定） 

建設工事竣工 

開設 
  
 14 借受者による地域への説明                          

 本事業の開始に当たっては、地域住民に対して事業所を開設することを周知し、事業内

容について理解を得てください。国により、借受者として決定された後、当該事業者が近

隣住民、町会・自治会等を対象として説明会を開催し、その状況や地域の意向を区に報告

してください。 

  なお、説明対象範囲・内容については、事前に区に協議してください。 

  また、施設整備工事の入札を実施し、工事施工業者が決定次第、改めて説明会等を開催し、

工事の概要、日程等を説明してください。 
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 15 選定後の手続                               
 

事業所の建設が完了し事業開始の準備が整った時点で、区に地域密着型サービス事業所の

指定申請書等を提出します。区が指定申請書等の審査及び現地調査を行い、文京区地域包括

ケア推進委員会の審議後に指定します。 

ただし、指定申請書等の審査結果により指定基準に満たない場合は指定することができま

せん。その場合、開設の遅れにつながりますので、そのようなことがないよう、注意してく

ださい。 

 

 16 その他                                 
 
  ⑴ 応募事業者は、応募書類の提出をもって、応募条件等の公募内容を承諾したものとみ

なします。 

  ⑵ 応募資格要件を満たさなかった場合は、失格とする。 

  ⑶ 提出された応募書類に重大な不備若しくは虚偽の記載があったとき又は区からの質

疑において虚偽の説明等を行ったときは、失格とします。 

  また、指名停止要綱に基づき、指名停止を行うことがあります。 

  ⑷ 借受候補者の選定後において、応募資格を満たさなくなったとき又は応募書類内容に

重大な変更が生じたときは、決定を取り消すことがあります。 

  ⑸ 本公募に必要な一切の費用は、応募事業者の負担とします。 

  ⑹ 応募事業者名は、借受候補者に限らず、情報公開の対象となります。 

   また、応募書類は、借受候補者に限らず、事業者のノウハウに係る情報、財務内容、

人事に係る情報など、応募事業者の正当な利益が侵害されるおそれがあると認められる

箇所以外は、情報公開の対象となります。 

  ⑺ 区が提供する資料は、本公募に係る検討以外の目的で使用することはできません。 

   また、本公募に係る検討の目的の範囲内であっても、区の了承を得ず、第三者に対し

て、これを使用させ、又は内容を提示することはできません。 

  ⑻ 本公募の選定により、土地建物関係の法令上の許可、確認等が保障されるものではあ

りません。 

  ⑼ その他本公募要項に定めのない事項及び本公募要項に疑義が生じたときは、福祉部長

が別に定めるものとします。 

 

 17 事業担当者                               
 

文京区福祉部介護保険課高齢者施設担当 

担 当：野中・中山 

電 話：03-5803-1208（直通） 
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 18 貸付物件実測図                                
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 19 防火水槽構造図・水利標識図                             
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